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新年を迎え、謹んで新春の御挨拶を申し上げます。
昨年は、元日の能登半島地震、その被災地を襲った

９月の豪雨災害をはじめ、各地で大規模な災害が相次
ぎました。改めて、こうした災害により亡くなられた
方々の御冥福を心からお祈りするとともに、被災され
た全ての方々にお見舞いを申し上げます。

私も能登や東北の現場を視察する中で、改めて被害
の甚大さを確認し、災害への備えや早期の復旧・復興
の必要性を痛感いたしました。こうした教訓を踏まえ、
今後も、防災・減災、国土強靱化を強力に推進してま
いります。加えて、運輸分野や通学路等の安全対策、
海上保安能力の強化等を通じて、国民の安全・安心を
確保してまいります。

また、デフレからの脱却を確実なものとするため、
我が国の成長力を高めるべく、戦略的な社会資本整備
や地域間のネットワーク強化、様々な産業分野におけ
る担い手の確保、GX・DXの推進等に取り組んでまい
ります。

併せて、各地域がその特徴を活かしつつ、持続可能
であり続けられるよう、「地方創生2.0」の旗のもと、
地方への人の流れを拡大し、地域雇用や経済を拡大す
るとともに、公共交通など暮らしに必要なサービスの
維持に努めてまいります。

国土交通行政は、国民の命と暮らしを守り、我が国
の経済や地域の生活・なりわいに直結しています。私
自身、国土交通大臣として、現場の声によく耳を傾け、
国民のみなさまのニーズにしっかり応えられるよう、
全力で任務に取り組んでまいる所存です。

本年も、引き続き、国民の安全・安心の確保、持続
的な経済成長の実現、地方創生2.0の推進を柱に、諸課
題に全力で取り組んでまいります。

① 国民の安全・安心の確保

（能登半島における自然災害からの復旧・復興）
能登半島地震の発災から１年が経過しました。改め

て能登半島地震及び９月20日からの大雨でお亡くなり
になられた方とそのご家族に対し、心よりお悔やみ申
し上げます。また、被災された全ての方々に心からお
見舞い申し上げます。

インフラの復旧やまちの復興は被災者の方々の暮ら
しとなりわいの再建に不可欠であるため、被災自治体
の声をよくお聞きしながら、全力で取り組んでまいり
ます。

港湾については、全ての港湾で本復旧を進めてまい
ります。地盤が隆起した輪島港では、令和８年度中の
本復旧の完了を目指すとともに、和倉温泉の護岸では、
旅館の営業再開に間に合うように本復旧を進めるなど、
なりわいの再建に貢献してまいります。

復興まちづくりについては、液状化災害の再発防止
策も含め、被災市町の復興計画に位置づけられた事業
を支援してまいります。豪雨によって宅地、農地等に
またがって堆積した土砂・ガレキについては、一括撤
去が可能なスキームの活用により、早期撤去に努めて
まいります。

（その他の自然災害からの復旧・復興）
能登半島における地震・大雨の他、昨年は７月の梅

雨前線や台風第10号等により、全国各地で河川の氾濫
や土砂災害等による家屋被害や断水等が発生しました。

港湾においては、地震・高潮・高波等により被災し
た施設の復旧を進めるとともに、災害を通じて得られ
た知見を踏まえ、防災拠点としての機能強化や、民間
事業者との連携体制の構築等、ハードとソフトの両面
から対策を強化してまいります。

中野洋昌
国土交通大臣

新年の挨拶

新春挨拶
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（防災・減災、国土強靱化）
我が国の国土は災害に対して脆弱であり、激甚化・

頻発化する豪雨災害や切迫する大規模地震などから、
国民の皆様の命と暮らしを守ることは国の重大な責務
と認識しております。そのため、昨年末に成立した令
和６年度補正予算も活用しながら、「防災・減災、国土
強靱化のための５か年加速化対策」に基づく取組を着
実に推進してまいります。

また、「５か年加速化対策」後も、中長期的かつ明確
な見通しのもと継続的・安定的に切れ目なくこれまで
以上に必要な事業が着実に進められるよう、令和６年
能登半島地震の経験も踏まえつつ、「国土強靱化実施中
期計画」の策定に係る検討を最大限加速し、早急に策
定できるよう、関係省庁と連携し取り組んでまいりま
す。

（災害に備えた体制強化）
大規模災害に備えた災害対応力の強化も重要です。

平成20年４月に創設されたTEC-FORCEは、能登半島
地震をはじめ、昨年までの災害に対して、延べ16
万５千人を超える隊員を派遣し、被災状況の早期把握
や道路啓開、排水ポンプ車による浸水排除、給水支援、
緊急物資輸送の支援を行うなど、全力で被災自治体の
支援にあたってまいりました。能登半島地震で顕在化
した課題も踏まえ、被災自治体の支援の実行力向上の
ため、官民の連携強化や、資機材・装備品等の充実強
化により、TEC-FORCE等の災害支援体制・機能の充実・
強化に努めてまいります。

官民の様々な主体が立地する港湾において、気候変
動への適応を効果的に実施するため、関係者が協働し
て気候変動への適応水準や時期に係る共通の目標等を
定めるとともに、ハード・ソフト両面の対策を進める「協
働防護」の取組を進めてまいります。

切迫する南海トラフ地震等の大規模地震への対応と
して、「南海トラフ地震臨時情報」等の大規模地震に関
する情報の普及啓発の取組を進めます。また、緊急地
震速報や津波警報、震度情報等の発表に必要な地震・
津波観測体制や、噴火の兆候の把握や的確な噴火警報、
噴火速報等の発表に必要な火山観測体制の強化を進め
てまいります。

（災害時における物流・人流の確保）
令和６年能登半島地震においては、支援物資等の海

上輸送にあたり、能登半島地域の港湾に加え、その周

辺の港湾も支援側の港湾として活用され、被災地側の
港湾とを往復する形での支援が多くなされました。こ
の経験を踏まえ、昨年の交通政策審議会答申でも重要
とされた、災害時の海上支援ネットワーク形成のため、
港湾の防災拠点機能の強化を推進してまいります。

（インフラ老朽化対策の推進）
加速度的に進行するインフラの老朽化に対しては、

「予防保全」への本格転換や、新技術等の導入促進によ
るインフラメンテナンスの高度化・効率化等を進めて
いくことが重要であり、国土交通省では令和３年６月
に策定した「第２次国土交通省インフラ長寿命化計画

（行動計画）」に基づき、戦略的な維持管理・更新等の
取組を進めています。

（輸送の安全の確保）
昨年１月の羽田空港での航空機衝突事故のような痛

ましい事故が二度と発生しないよう、昨年６月の羽田
空港航空機衝突事故対策検討委員会における中間取り
まとめを踏まえ、更なる安全・安心対策に引き続き取
り組んでまいります。最終的には、運輸安全委員会の
事故調査報告も踏まえ、抜本的な安全・安心対策を講
じてまいります。

令和４年４月に、北海道知床において小型旅客船が
沈没し、乗客乗員計26名が死亡・行方不明となる重大
な事故が発生しました。国土交通省では、事故発生以来、
海上保安庁の巡視船艇・航空機による捜索に加え、北
海道警察や斜里町などの関係機関等と連携し、潜水士
等による海岸部の捜索を実施してきました。また、「海
上運送法等の一部を改正する法律」に基づき、船員の
資質の向上に係る制度を導入したほか、本年４月には、
旅客船への改良型救命いかだ等の搭載を義務化するこ
ととしています。

（経済安全保障）
四面を海に囲まれ、貿易量の99.6％を海上輸送に依

存する我が国においては、船舶やこれを構成する舶用
機器の安定的な供給調達が、国民生活及び経済活動の
維持に不可欠です。

このため、経済安全保障推進法に基づいて特定重要
物資に指定された船舶関連機器のサプライチェーンの
強靱化に取り組んでまいります。

また、我が国の造船業において、船舶の建造効率や
性能面での技術的な優位性を確保するため、経済安全
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保障推進法に基づき、船舶の開発・設計を刷新するデ
ジタル技術の導入に係る研究開発を推進してまいりま
す。

② 持続的な経済成長の実現

（原油価格・物価高騰等への対応）
燃料油価格の高騰により、交通・物流業界を取り巻

く経営環境は厳しい状況にあります。このため、政府
として、令和４年１月から燃料油価格の激変緩和事業を
実施するとともに、国土交通省においても、タクシーの
燃料であるLPガスについて、燃料油価格の激変緩和事
業に準じた支援を行っております。これらの事業は、
昨年11月に閣議決定した「国民の安心・安全と持続的
な成長に向けた総合経済対策」において、出口に向け
て段階的に対応することとしております。また、昨年
12月に成立した補正予算において、物価高騰の影響を
受けた事業者等を支援する重点支援地方交付金が盛り
込まれ、同交付金の推奨事業として挙げられた交通・
物流に対する支援を働きかけてまいります。

（持続可能な産業の実現、各分野の担い手の確保、生産
性の向上）
物流は、国民生活や経済活動、地方創生を支える不

可欠な社会インフラですが、人口減少や労働環境の課
題等から、担い手不足に直面しています。昨年４月から、
物流産業を魅力ある職場とするため、トラックドライ
バーに時間外労働の上限を定める規制が適用された一
方、何も対策を講じなければ物流の停滞を生じかねな
い状況でした。

このため、昨年の通常国会で、荷主・物流事業者等
の連携・協力や、トラック事業の多重下請構造是正に
向けた規制を導入する改正物流法が成立しました。物
流を支えるエッセンシャルワーカーであるトラックド
ライバーの処遇改善や外国人材を含めた担い手確保は、

「待ったなし」の極めて重要な課題です。「物流革新元年」
とした2024年に引き続き、2025年が更なる飛躍の年と
なるよう、政府一丸となって、全力で取り組んでまい
ります。

海事分野においては、海事産業強化法に基づく計画
認定・支援制度に加え、船舶の特別償却制度等の税制
優遇措置や共有建造制度を通じて、海運事業者及び造
船・舶用事業者の競争力強化を図ってまいります。

（戦略的・計画的な社会資本整備、基幹的な交通体系）
社会資本整備については、我が国の持続可能な経済

成長を確実なものとするため、将来の成長基盤となる
ストック効果の高い事業を戦略的・計画的に推進して
まいります。その際、近年の資材価格の高騰の影響等
を考慮しながら、必要な事業量を確保してまいります。

港湾分野においては、我が国企業のサプライチェー
ンの強靱化に資する国際基幹航路の寄港を維持・拡大
するため、引き続き、「集貨」「創貨」「競争力強化」の
３本柱からなる国際コンテナ戦略港湾政策を推進して
まいります。具体的には、国内だけでなく東南アジア
等からの広域集貨やコンテナターミナルの一体利用、
大水深・大規模コンテナターミナルの整備・再編等に
重点的に取り組んでまいります。

また、引き続き、国際バルク戦略港湾を拠点とした
バルク貨物輸送の効率化に取り組んでまいります。

加えて、地域の基幹産業の競争力強化のための港湾
の整備に取り組むとともに、モーダルシフトの受け皿
となる内航フェリー・RORO船ターミナルの機能強化、
農林水産省と共同で、産地と港湾が連携した農林水産
物・食品の輸出促進を図ってまいります。

（インフラシステムの海外展開及び国際協力・連携の推
進）
我が国の持続的な経済成長を実現する上で、世界の

旺盛なインフラ需要を取り込み、我が国企業の受注機
会の拡大を図ることは大変重要です。政府全体では、
昨年12月に「インフラシステム海外展開戦略2030」を
策定し、我が国企業が2030年に45兆円のインフラシス
テムを受注するという目標を立てたところです。

国土交通省では、新戦略を踏まえた取組として、経
済安全保障の観点も踏まえつつ、「質の高いインフラシ
ステム」の普及に取り組んでまいります。特にグロー
バルサウス諸国におけるインフラ需要を取り込むこと
を念頭に、相手国のニーズを踏まえた戦略的な案件形
成を行ってまいります。

（国土交通分野における環境施策の推進）
カーボンニュートラルやネイチャーポジティブなど、

地球環境問題を巡る世界の潮流は大きく変化しており、
我が国においても、民間企業を含め、待ったなしの対
応が求められています。国土交通省では、運輸分野や
建設・インフラ分野など幅広い分野を所管しており、
多様な政策手段を生かしながら、脱炭素・循環経済・
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自然共生の取組を推進してまいります。また、環境施
策を巡る様々な社会経済情勢の変化を踏まえ、「国土交
通省環境行動計画」の改定に向けた検討を進めてまい
ります。

海事分野においては、令和５年７月に国際海事機関
（IMO）において「2050年頃までにGHG排出ゼロ」等
の国際海運の新たなGHG削減目標に合意しました。こ
の目標の達成に向けてゼロエミッション船の導入を促
す国際的な枠組みについて、本年春に合意できるよう
各国との交渉に取り組んでまいります。また、内外航
のゼロエミッション船等の開発や国内生産設備の整備・
増強の支援を進めてまいります。加えて、浮体式洋上
風力発電施設の基準の整備や設置・維持管理に必要な
洋上風力関係船舶確保に関するあり方の検討等に取り
組みます。

港湾分野においては、我が国の港湾や産業の競争力
強化と脱炭素社会の実現に貢献するため、脱炭素化に
配慮した港湾機能の高度化や水素・アンモニア等の受
入環境の整備等を図るカーボンニュートラルポート

（CNP）の形成を推進してまいります。
また、再エネの導入拡大に向け、再エネ海域利用法

に基づく案件形成、基地港湾の計画的な整備及び排他
的経済水域における展開を可能とする制度整備等によ
り、洋上風力発電の導入を促進してまいります。

加えて、藻場（もば）・干潟や多様な海洋生物の定着
を促す港湾構造物など、「ブルーインフラ」の保全・再
生・創出に取り組んでまいります。

このほか、サーキュラーエコノミーへの移行を促進
するため、港湾を核とした広域的な物流システムによ
る、資源循環ネットワークの形成を図ってまいります。

（国土交通分野におけるDXの推進）
国土交通省の所管分野において、行政手続のデジタ

ル化や、Project LINKSによる行政情報のデータ化・
活用を進めるとともに、DX（デジタルトランスフォー
メーション）の普及を促進し、新たなサービスが創出
され生産性向上が実現するよう取り組んでまいります。
併せて、サイバーセキュリティも確保してまいります。

港湾分野においては、国際競争力の更なる向上のた
め、「ヒトを支援するAIターミナル」の社会実装や、さ
らなる深化のための荷役機械の高度化等の支援や技術
開発を推進してまいります。また、港湾の電子化を実
現する情報プラットフォームである「サイバーポート」
については、港湾物流分野（民間事業者間の港湾物流

手続）・港湾管理分野（港湾行政手続等）・港湾インフ
ラ分野（港湾施設等情報）の機能改善及び利用促進を
進めてまいります。併せて、令和５年７月に名古屋港
のコンテナターミナルで発生したシステム障害を踏ま
え、引き続き、港湾における情報セキュリティ対策等
の強化を図ってまいります。

海事分野においては、造船業・舶用工業の国際競
争力の強化及び生産性の向上を図るため、ロボット
や機械の開発・実証支援による製造工程の省人化を
推進してまいります。加えて、自動運航船について
は国際ルール策定作業を主導するなど普及に向けた
環境整備等を推進してまいります。

③ 地方創生2.0の推進

（分散型の国づくり）
個性ある文化や豊かな自然環境を有する多様な地域

から成り立つ我が国において、人々が地域に誇りと愛
着を持って、安心して働き、暮らし続けられる国土を
次世代に引き継いでいくことが重要です。このため、
国土形成計画においては、目指す国土の姿として「新
時代に地域力をつなぐ国土」を掲げ、この実現に向け
て「シームレスな拠点連結型国土」の構築を図ること
により、地域の魅力を高め、地方への人の流れの創出・
拡大を図ることとしています。

（各分野における観光関係施策）
昨年、我が国へのクルーズ船の寄港回数は、コロナ

前ピークの約８割まで回復いたしました。また、寄港
するクルーズ船の大型化が進む一方で、小型のクルー
ズ船が全国津々浦々へ寄港するなど、船型や寄港地が
多様化してまいりました。今後とも、各地域の皆様と
連携し、多様なクルーズ船の受入環境整備や寄港促進
に向けた取組、地域経済効果を最大化させるための取
組、地方誘客促進に向けた取組を推進し、経済の活性
化や賑わいの創出に努めてまいります。

さいごに

本年も国土交通省の強みである現場力・総合力を活
かして、国土交通行政における諸課題に全力で取り組
んでまいります。国民の皆様の一層の御理解、御協力
をお願いするとともに、本年が皆様方にとりまして希
望に満ちた、発展の年になりますことを心から祈念い
たします。




